市議会だより原稿用紙　　（日本共産党）　（石井通春）
↓ここから記入してください。　
標題１：自治体デジタル化にどう立ち向かうか

～個人情報保護の欠落、地方自治の侵害～
（問）デジタルの活用は必要だが、菅内閣が目指すデジタル法は地方自治の根幹である住民向け独自サービスと個人情報保護の2点で軽視できない問題がある。各自治体がサービスを運営するための独自ソフトが今後国が定める仕様に全国統一される。パソコンの仕組みが変わったという理由でサービス削減につながらないと明言できるか。
（答）対応が難しい本市独自のサービスがあると判明した場合、システムを補完し質を確保する。
（問）自治体間に支援範囲に差がある就学援助は7月に国の仕様に統一される。そのもとで、従来の基準（生活保護基準×1・5倍）を維持できるか。
（答）仕様では基準を反映できるものとなっているので、サービス低下につながらないようにする。
（問）自治体が持っている住民の個人情報は、納税や所得、社会保障の受給など深くプライバシーにかかわるものであるから各自治体は個人情報保護条例を定めてきた。これを財界が儲けの手段として活用したいため、政治がそれに応えデジタル法成立で個人情報保護条例は廃止されることになった。現在確認できる下記3点で市民を守るべき視点で質問する。
（問）A:匿名化された個人情報が自治体から民間への提供ができるようになった。現段階で提供は政令市以外は任意。市は提供に応じるべきではない。
（答）情報収集に努め提供について研究する。
（問）提供があり得るという答えだ。市民から見れば匿名化されているとはいえ個人情報を無断で勝手に使うなというものではないのか。
（答）今後、国が示すガイドラインを見て対応する
（問）Ｂ:将来、国が定める情報保護基準が現在の保護基準を下回るのは確実だが、現在と同等の基準の維持が必要ではないのか。
（答）今後、国が示すガイドラインを見て対応する
（問）C:現在、市の条例で原則禁止となっている他の情報との連携（オンライン結合）が法成立で解禁になった。ガイドラインを見るまでもなく漏えいを防ぐ対応が必要ではないか。
（答）今後、国が示すガイドラインを見て対応する。
